
 
 

解体対象範囲のイメージ 

基礎の撤去範囲について 

被災家屋と家屋等が離れている場合 地下埋設物の解体の対象範囲について 

ブロック塀や浄化槽などの工作物、り災証明の判定を受けていない倉庫等であっても、家屋解体工事を実施する上で 
支障となる場合は、解体撤去の対象となります。（工作物単独の解体は対象となりません） 



 
 


